
議案第７０号 

令和７年度 岡垣町下水道事業会計利益の処分及び決算認定について 

  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、令和７年度岡垣町下水道事業会計決算

に伴う利益を剰余金処分計算書のとおり処分し、併せて同法第３０条第４項の規定に基づき、令和７年度岡垣町下水道事

業会計決算を別紙監査委員の意見書を付けて議会の認定に付する。 

令和８年 ９月 ４日提出 

岡垣町長 門 司 晋 
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令和７年度 岡垣町下水道事業報告書 

１．概 況 

（１）総括事項

下水道は、清潔で快適な生活環境を維持し、公共用水域の水質保全を図る町の基幹的施設として不可欠なものである。

公共下水道事業は、昭和 59 年度から事業を開始し、計画的な管渠工事による面整備の促進・処理区域の拡大を進めてきた

が、現計画上の面整備は令和４年度をもって概ね完了した。また供用を開始して既に 30 年以上が経過しており、経年劣化による

管路や施設の改築更新及び事業継続に向けた効率的な維持管理に移行する時期を迎えている。 

令和７年度は、前年度に引き続き遠賀・中間広域行政事務組合が運営する、し尿等処理施設「曲水苑」の廃止決定に伴う、し

尿や浄化槽汚泥を岡垣町浄化センターで受け入れるための施設の整備に向けた実施設計業務を進めたほか、管更生工事やマ

ンホール蓋更新工事等を実施し、施設の適切な維持管理に努めた。

財政面では、施設の老朽化に伴う更新時期を本格的に迎え、その更新の財源を確保するため、令和３年 10 月には下水道使

用料を増額改定したが、同時に一般会計からの繰入金も減少したため、抜本的な収支の改善には至っていない。今後は、前年

度に見直した「岡垣町下水道事業経営戦略」に基づき、水処理の適正化や管渠等施設の耐震化をはじめ、一般会計繰入金の

精査や必要な財源の確保に向けた検討を進めるなど、経営の健全化に努める。 

① 業務状況

令和７年度末時点での水洗化人口は、前年度と比較して 205 人減の 29,210 人、水洗化率は 0.04 ﾎﾟｲﾝﾄ増の 97.33 ﾊﾟｰｾﾝﾄ、

有収水量は 22,298 立方ﾒｰﾄﾙ減の 2,632,583 立方ﾒｰﾄﾙとなった。有収率は 90.69％となり、前年度を 1.98 ﾎﾟｲﾝﾄ上回った。

② 財政状況

本年度の収益的収支は、税抜きで収入総額 822,733,672 円に対し、支出総額 831,681,725 円で差し引き 8,948,053 円の純損
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失を生じた。 

収益は、他会計負担金の減少及び処理場における動力費の増などにより、前年度と比較して 17,758,153 円減少した。 

（イ）収益的収入の総額は、前年度と比較して 29,577,685 円減の 822,732,672 円であり、営業収益は、3,174,414 円減の

462,320,207 円となった。主な収入は下水道使用料 454,391,607 円（2,916,514 円の減）である。 

また、営業外収益は、26,403,271 円減の 360,413,465 円となった。主な収入は、他会計負担金 64,979,000 円（25,462,000

円の減）、長期前受金戻入 287,421,617 円（1,453,029 円の減）であった。 

なお、一般会計からの繰入金は、資本的収入と合わせ、前年度から 25,095,000 円減の 97,592,000 円である。 

（ロ）収益的支出の総額は、前年度と比較して 11,819,532 円減の 831,681,725 円であり、営業費用は、前年度と比較して

7,153,978 円減の 768,444,704 円となった。主な支出は管渠費 32,013,737 円（1,527,759 円の増）、ポンプ場費 14,676,178 円

（639,658 円の増）、処理場費 174,997,190 円（11,566,793 円の減）、総係費 55,712,686 円（5,018,844 円の増）、減価償却費

491,044,913 円（2,773,446 円の減）であった。 

営業外費用は、前年度と比較して 3,988,238 円減の 63,237,021 円となった。主な支出は企業債利息 63,087,949 円

（3,877,816 円の減）である。 

（ハ）資本的収支において、税込みの収入総額が 255,292,296 円に対し、支出総額は、488,046,626 円となり、不足する

232,754,330 円については損益勘定留保資金、減債積立金及び建設改良積立金などで補てんした。 

③ 建設改良事業

本年度の建設改良事業については、旭台地内の管更生工事及びマンホール蓋更新工事のほか、し尿・浄化槽汚泥受入施設
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実施設計及び浄化センター水処理設備基本設計業務を主に実施し、税込みで総額 101,865,693 円を支出した。 

今後も年次計画に基づき、管渠及び処理場の維持管理及び更新工事を実施していく。 
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（２）経営指標に関する事項

令和７年度決算における経営指標について、経営の健全性を示す経常収支比率は 98.92％となり、前年度から 2.21 ポイント下落し

た。純損失が生じたことにより、健全経営の水準である 100％を下回り、指標は前年度から悪化した。 

また、使用料で回収すべき経費を賄うことができているかを表した経費回収率は 100.17％で、汚水処理費の減少額が使用料収入

の減少額を上回ったことにより、前年度から 1.91 ポイント改善した。 

法定耐用年数を超えた老朽管等はなく、管渠老朽化率は 0％であるが、平成 2 年度の供用開始後 30 年以上が経過していること

や、有形固定資産減価償却率が 41.16％となり年々上昇していることから、管更生や施設の更新を計画的に行う必要がある。 

指標名 令和６年度数値 令和７年度数値 増減 算出式 

経常収支比率 101.13％ 98.92％ △2.21％ 経常収益÷経常費用×１００ 

経費回収率 98.26％ 100.17％ 1.91％ 下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×１００ 

有形固定資産 

減価償却率 
39.43％ 41.16％ 1.73％ 

有形固定資産減価償却累計額 

÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×１００ 

管渠老朽化率 0.00％ 0.00％ 0.00％ 法定耐用年数を経過した管渠延長÷下水道布設延長×１００ 

※経費回収率の算出式における「公費負担分」について

汚水処理費については、排出した者が負担すべきという原因者負担の考え方から、私費（使用料）で賄うものとされている。しかしながら、施設整備に

多額の経費を費やす下水道事業において、これを全て使用者の負担とすると高額な料金となる。また、下水道を整備することによって、町全体の衛生環

境が向上することもあり、一般会計からの繰入金（公費負担分）が一定程度認められているもの。 
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（３）議会議決事項

（４）職員に関する事項

事　務　職

技　術　職

職　種　別 令和６年度末現在　職員数

　１人

計

議案第７１号

増　減令和７年度末現在　職員数

令和8年3月4日

　４人

令和７年度　岡垣町下水道事業会計補正予算（第２号） 令和8年2月4日 令和8年2月4日

令和7年9月18日

　４人 　０人

　３人　３人

令和7年12月5日

　０人

令和7年12月17日

令和７年度　岡垣町下水道事業会計補正予算（第３号） 令和8年3月4日 令和8年3月5日

岡垣町水道事業給水条例及び岡垣町下水道条例の一部を
改正する条例

議　案　番　号
提 案 年 月 日
（令和年月日）

件　　名

令和7年12月17日令和7年12月5日

令和６年度　岡垣町下水道事業会計利益の処分及び決算
認定について

令和7年9月5日

議案第７９号

議 決 年 月 日
（令和年月日）

議案第８２号

　０人

　１人

議案第３１号 令和８年度　岡垣町下水道事業会計予算 令和8年3月23日

議案第１３号

令和７年度　岡垣町下水道事業会計補正予算（第１号）

議案第２６号
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２．工　　事

（１）建設工事の概況（税込み）

工　 　事　 　名 本年度施行内容 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備　考

旭台地内（その10）下水道管更生工事 管更生φ250　L=64.64m 9,590,900 令和7年5月22日 令和7年8月8日

海老津地内マンホール蓋更新工事 マンホール蓋更新　N=23箇所 12,210,000 令和7年8月19日 令和7年10月30日

旭台地内（その11）下水道管更生工事 管更生φ300　L=70.00m 10,958,200 令和7年8月19日 令和7年11月25日

旭台地内（その７）マンホール蓋更新工事 マンホール蓋更新　N=23箇所 12,361,800 令和7年12月4日 令和8年3月2日

牛田橋架け替えに伴う下水道管本設工事 塩ビ管（開削）φ75　L=41.90m 3,187,800 令和8年1月10日 令和8年3月17日

（単位：円）
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３．業　 　務

（１） 業 　務　　量

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

行 政 区 域 内 人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 人 口 ） 31,246 人 31,004 人 △ 242 人 99.23

処 理 区 域 内 人 口 30,233 人 30,012 人 △ 221 人 99.27

水 洗 化 人 口 29,415 人 29,210 人 △ 205 人 99.30

水 洗 化 戸 数 13,680 戸 13,706 戸 26 戸 100.19

普 及 率 96.76 ％ 96.80 ％ 0.04 ％ 100.04

水 洗 化 率 97.29 ％ 97.33 ％ 0.04 ％ 100.04

年 間 総 処 理 水 量 2,992,696 ｍ
3 2,902,825 ｍ

3 △ 89,871 ｍ
3 97.00

一 日 平 均 処 理 水 量 8,199 ｍ
3 7,953 ｍ

3 △ 246 ｍ
3 97.00

年 間 総 有 収 水 量 2,654,881 ｍ
3 2,632,583 ｍ

3 △ 22,298 ｍ
3 99.16

有 収 率 88.71 ％ 90.69 ％ 1.98 ％ 102.23

（２） 事業収入に関する事項

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

営 業 収 益 99.32

( 使 用 料 収 益 ） 99.36

営 業 外 収 益 93.17

( 長 期 前 受 金 戻 入 ) 99.50

合 計 96.53

１ ｍ
3
当 り 料 金 収 入 （ 使 用 料 単 価 ） 100.20

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

営 業 費 用 99.08

営 業 外 費 用 94.07

合 計 98.68

１ ｍ
3
当 り 費 用 （ 汚 水 処 理 原 価 ） 101.14

※汚水処理原価＝（総費用－雨水処理費用－公費負担分－長期前受金戻入）÷年間有収水量

区　　分
令和６年度

区　分

（Ａ）

令和７年度

（Ｂ）

465,494,621

△ 29,577,685

△ 2,916,514

（Ａ）

令和６年度

（Ｂ）

比較

288,874,646 287,421,617 △ 1,453,029

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和６年度 比　 　較

比  較

△ 3,174,414

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和７年度

増減（Ｂ）－（Ａ）

462,320,207

67,225,259

177.30

区　分

852,311,357

172.25 172.60

822,733,672

令和７年度

（Ｂ）

775,598,682 768,444,704

（Ａ）

175.31 1.99

△ 3,988,238

842,823,941

63,237,021

831,681,725 △ 11,142,216

△ 7,153,978

（３） 事業費に関する事項

△ 26,403,271386,816,736

454,391,607

360,413,465

457,308,121

0.35
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0.06 0.10 0.06 10.73 11.82 13.38 

11.22 12.25 
13.36 

16.78
21.02 15.94 

54.13

56.60 58.55 

0.14

0.00 
0.00 

55.78

55.64 58.66 

23.42 

17.88 17.35 

0.00 円

20.00 円

40.00 円

60.00 円

80.00 円

100.00 円

120.00 円

140.00 円

160.00 円

180.00 円

200.00 円

令和5年度 令和6年度 令和7年度

有収水量１㎥当りの汚水処理費用内訳

企業債利息

減価償却費

資産減耗費

一般営業費

修繕費

動力費

給与関係費

その他

177.30円172.26円 175.31円
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４．会　　計

（１）重要契約の要旨（税込み）

（単位：円）

契 約 年 月 日 契 約 金 額 契 約 の 相 手 方

令 和 7 年 5 月 21 日 9,590,900 日慶建設（株）

令 和 7 年 8 月 18 日 10,958,200 （株）進建

令 和 7 年 8 月 18 日 12,210,000 日慶建設（株）

令 和 7 年 11 月 12 日 13,998,600 （株）NJS九州総合事務所

令 和 7 年 11 月 12 日 12,100,000 （株）NJS九州総合事務所

令 和 7 年 12 月 3 日 12,361,800 （株）東洋建設　岡垣支店

（２）企業債の概要

（単位：円）

事　業　名 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

下水道事業 4,595,997,029 176,000,000 386,180,933 4,385,816,096

旭台地内（その７）マンホール蓋更新工事

契 約 内 容

旭台地内（その11）下水道管更生工事

海老津地内マンホール蓋更新工事

岡垣町浄化センター再構築に伴う基本設計業務
（その１）

旭台地内（その10）下水道管更生工事

し尿・浄化槽汚泥受入施設実施設計業務（その
２）
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５. その他

（１）他会計補助金等の使途について 

① 収益的収入、営業収益、他会計負担金7,747,000円については、雨水に係る企業債利息（非課税支出）に247,000円、野間川排水区他内

水浸水想定区域策定費に7,500,000円充当した。（特定収入以外） 

② 収益的収入、営業外収益、他会計補助金1,000,000円については、西部地区マンホールポンプ維持管理費等に1,000,000円充当した。（特

定収入以外） 

③ 収益的収入、営業外収益、他会計負担金64,979,000円については、減価償却費（不課税支出）に50,534,000円、企業債利息（非課税支

出）に14,205,000円、児童手当に240,000円充当した。（特定収入以外） 

④ 資本的収入、他会計負担金23,866,000円については、企業債償還金（不課税支出）に23,866,000円充当した。（特定収入以外）

（２）資本的収入が支出に対して不足する額の補てんについて 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額4,615,914円、当年度分損益勘定留保資金194,675,243円、減債積立金16,731,587円、

建設改良積立金16,731,586円については、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額に補てんした。 
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当年度 累　計

簡 易 生 命 保 険 平 成 8 年 5 月 23 日 159,500,000 9,284,620 159,500,000 0 3.40% 令 和 8 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 8 年 5 月 23 日 179,900,000 10,472,121 179,900,000 0 3.40% 令 和 8 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 9 年 5 月 23 日 343,900,000 17,963,499 325,466,415 18,433,585 2.60% 令 和 9 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 10 年 5月 28 日 353,800,000 17,091,595 318,579,282 35,220,718 2.00% 令 和 10 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 10 年 5月 28 日 80,500,000 3,888,845 72,486,242 8,013,758 2.00% 令 和 10 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 10 年 5月 28 日 89,500,000 4,323,623 80,590,292 8,909,708 2.00% 令 和 10 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 10 年 5月 25 日 21,800,000 1,053,128 19,629,814 2,170,186 2.00% 令 和 10 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平成11年10月29日 109,600,000 5,100,910 90,967,680 18,632,320 1.90% 令 和 11 年 9 月

簡 易 生 命 保 険 平成11年10月29日 305,900,000 14,236,937 253,896,106 52,003,894 1.90% 令 和 11 年 9 月

簡 易 生 命 保 険 平成11年10月29日 81,400,000 3,788,450 67,561,762 13,838,238 1.90% 令 和 11 年 9 月

簡 易 生 命 保 険 平成11年10月29日 90,500,000 4,211,973 75,114,736 15,385,264 1.90% 令 和 11 年 9 月

簡 易 生 命 保 険 平成12年10月25日 221,900,000 10,264,680 172,960,484 48,939,516 2.10% 令 和 12 年 9 月

簡 易 生 命 保 険 平成12年10月25日 67,500,000 3,122,423 52,613,034 14,886,966 2.10% 令 和 12 年 9 月

財 政 融 資 資 金 平 成 13 年 5月 25 日 181,900,000 8,081,207 139,504,506 42,395,494 1.60% 令 和 13 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 13 年 5 月 8 日 2,500,000 121,011 2,126,668 373,332 1.40% 令 和 11 年 3 月
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地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 13 年 5 月 8 日 20,300,000 979,007 17,282,688 3,017,312 1.35% 令 和 11 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 13 年 5 月 8 日 67,500,000 3,255,322 57,467,067 10,032,933 1.35% 令 和 11 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 14 年 5 月 30 日 49,200,000 2,437,581 38,949,773 10,250,227 2.00% 令 和 12 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 14 年 5 月 30 日 67,500,000 3,344,244 53,437,188 14,062,812 2.00% 令 和 12 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 14 年 5 月 30 日 75,000,000 3,715,825 59,374,653 15,625,347 2.00% 令 和 12 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 14 年 5 月 30 日 21,200,000 1,050,340 16,783,235 4,416,765 2.00% 令 和 12 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平成14年10月31日 135,700,000 5,967,315 94,036,410 41,663,590 1.90% 令 和 14 年 9 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 15 年 5 月 20 日 58,800,000 2,700,771 44,905,437 13,894,563 0.95% 令 和 13 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 15 年 5 月 20 日 67,500,000 3,100,376 51,549,610 15,950,390 0.95% 令 和 13 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 15 年 5 月 20 日 75,000,000 3,444,860 57,277,342 17,722,658 0.95% 令 和 13 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 16 年 3月 25 日 59,440,000 2,548,280 37,120,687 22,319,313 2.00% 令 和 16 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 16 年 3月 31 日 258,700,000 11,090,847 161,559,922 97,140,078 2.00% 令 和 16 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平成16年12月20日 461,800,000 19,649,499 277,116,564 184,683,436 2.10% 令 和 16 年 9 月

財 政 融 資 資 金 平成16年12月27日 202,240,000 8,605,272 121,360,012 80,879,988 2.10% 令 和 16 年 9 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 17 年 3 月 30 日 102,600,000 4,803,396 66,013,914 36,586,086 2.10% 令 和 15 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 17 年 3月 31 日 356,000,000 14,990,332 206,014,765 149,985,235 2.10% 令 和 17 年 3 月
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財 政 融 資 資 金 平 成 17 年 3月 25 日 153,920,000 6,481,213 89,072,451 64,847,549 2.10% 令 和 17 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 18 年 3月 20 日 32,200,000 1,341,778 17,952,446 14,247,554 2.10% 令 和 17 年 9 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 18 年 3 月 23 日 107,500,000 4,918,488 64,421,033 43,078,967 2.00% 令 和 16 年 3 月

簡 易 生 命 保 険 平 成 19 年 3月 20 日 9,000,000 367,278 4,642,733 4,357,267 2.10% 令 和 18 年 9 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 19 年 3 月 23 日 154,800,000 6,950,670 85,255,309 69,544,691 2.10% 令 和 17 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 20 年 3月 25 日 22,000,000 870,094 10,009,204 11,990,796 2.10% 令 和 20 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 20 年 3 月 28 日 188,800,000 8,301,655 95,769,135 93,030,865 2.05% 令 和 18 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 21 年 3 月 25 日 98,800,000 4,262,043 46,190,689 52,609,311 1.90% 令 和 19 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 21 年 3月 25 日 74,700,000 2,904,943 31,482,863 43,217,137 1.90% 令 和 21 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 22 年 3月 25 日 138,900,000 5,268,662 52,321,122 86,578,878 2.10% 令 和 22 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平 成 22 年 3 月 25 日 104,400,000 3,960,031 39,325,596 65,074,404 2.10% 令 和 22 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 23 年 3月 25 日 147,400,000 5,519,365 50,765,969 96,634,031 1.90% 令 和 23 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 24 年 3月 26 日 88,100,000 3,268,870 27,519,957 60,580,043 1.70% 令 和 24 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 26 年 3月 25 日 209,900,000 7,682,866 51,595,699 158,304,301 1.40% 令 和 26 年 3 月
平成25年3月起債前借分

180,400,000円

財 政 融 資 資 金 平 成 26 年 3月 25 日 149,700,000 5,479,395 36,797,886 112,902,114 1.40% 令 和 26 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 26 年 3月 25 日 80,000,000 4,700,268 40,661,245 39,338,755 1.00% 令 和 16 年 3 月 資本費平準化債
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財 政 融 資 資 金 平 成 27 年 3月 25 日 122,400,000 4,485,952 26,128,026 96,271,974 1.20% 令 和 27 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 27 年 3月 25 日 80,000,000 4,664,891 36,296,785 43,703,215 0.80% 令 和 17 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 平 成 28 年 3月 25 日 142,300,000 5,465,542 27,056,808 115,243,192 0.50% 令 和 28 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 28 年 3月 25 日 49,200,000 2,882,432 20,056,545 29,143,455 0.20% 令 和 18 年 3 月 資本費平準化債

そ の 他 の
金 融 機 関

平 成 28 年 3 月 31 日 50,800,000 2,951,372 20,293,058 30,506,942 0.60% 令 和 18 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 平 成 30 年 3月 26 日 199,400,000 7,505,183 22,381,330 177,018,670 0.60% 令 和 30 年 3 月
平成29年3月起債前借分

200,400,000円

財 政 融 資 資 金 平 成 30 年 3月 26 日 155,600,000 5,856,602 17,465,069 138,134,931 0.60% 令 和 30 年 3 月

そ の 他 の
金 融 機 関

平 成 30 年 3 月 30 日 50,000,000 2,822,761 13,836,396 36,163,604 1.00% 令 和 20 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 平 成 31 年 3月 25 日 105,900,000 4,006,988 7,994,016 97,905,984 0.50% 令 和 31 年 3 月

財 政 融 資 資 金 令 和 2 年 3 月 25 日 109,700,000 4,231,967 4,231,967 105,468,033 0.30% 令 和 32 年 3 月

財 政 融 資 資 金 令 和 2 年 3 月 25 日 100,000,000 5,847,103 17,523,787 82,476,213 0.10% 令 和 22 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 令 和 3 年 3 月 25 日 72,300,000 0 0 72,300,000 0.50% 令 和 33 年 3 月

財 政 融 資 資 金 令 和 3 年 3 月 25 日 100,000,000 5,759,581 11,501,922 88,498,078 0.30% 令 和 23 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 令 和 4 年 3 月 25 日 208,000,000 0 0 208,000,000 0.70% 令 和 34 年 3 月

財 政 融 資 資 金 令 和 4 年 3 月 25 日 100,000,000 5,650,294 5,650,294 94,349,706 0.50% 令 和 24 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 令 和 5 年 3 月 27 日 46,100,000 0 0 46,100,000 1.30% 令 和 35 年 3 月
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財 政 融 資 資 金 令 和 5 年 3 月 27 日 120,000,000 0 0 120,000,000 1.00% 令 和 25 年 3 月 資本費平準化債

財 政 融 資 資 金 令 和 6 年 2 月 21 日 28,000,000 0 0 28,000,000 1.50% 令 和 35 年 9 月

財 政 融 資 資 金 令 和 6 年 2 月 21 日 120,000,000 0 0 120,000,000 1.10% 令 和 25 年 9 月 資本費平準化債

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

令 和 7 年 3 月 27 日 42,400,000 0 0 42,400,000 2.10% 令 和 37 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

令 和 7 年 3 月 27 日 150,000,000 0 0 150,000,000 1.70% 令 和 27 年 3 月 資本費平準化債

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

令 和 8 年 3 月 30 日 15,000,000 0 0 15,000,000 2.10% 令 和 38 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

令 和 8 年 3 月 25 日 11,000,000 0 0 11,000,000 3.00% 令 和 38 年 3 月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

令 和 8 年 3 月 30 日 150,000,000 0 0 150,000,000 2.60% 令 和 28 年 3 月 資本費平準化債

計 8,456,800,000 339,096,576 4,345,345,628 4,111,454,372 （71件）
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財 政 融 資 資 金 平 成 9 年 5 月 20 日 19,400,000 1,013,352 18,360,129 1,039,871 2.60% 令 和 9 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 10 年 5 月 20 日 16,200,000 873,484 16,200,000 0 2.05% 令 和 8 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 10 年 5 月 25 日 31,500,000 1,521,722 28,364,181 3,135,819 2.00% 令 和 10 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 11 年 5 月 20 日 15,700,000 810,833 14,874,506 825,494 1.80% 令 和 9 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 11 年 5 月 20 日 1,900,000 97,679 1,800,605 99,395 1.75% 令 和 9 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 12 年 3 月 24 日 100,800,000 4,679,503 81,122,310 19,677,690 2.00% 令 和 12 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 12 年 3 月 30 日 5,500,000 283,558 4,915,671 584,329 2.00% 令 和 10 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 12 年 3 月 30 日 700,000 36,089 625,630 74,370 2.00% 令 和 10 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 12 年 5 月 19 日 3,100,000 159,823 2,770,650 329,350 2.00% 令 和 10 年 3 月

地方公共団体金融機構 平成12年12月 27日 5,400,000 275,646 4,686,400 713,600 2.00% 令 和 10 年 9 月

財 政 融 資 資 金 平成12年12月 25日 100,200,000 4,605,593 78,302,041 21,897,959 2.00% 令 和 12 年 9 月

地方公共団体金融機構 平 成 13 年 5 月 8 日 20,300,000 979,007 17,282,688 3,017,312 1.35% 令 和 11 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平成13年12月 27日 84,100,000 3,789,406 61,855,003 22,244,997 2.00% 令 和 13 年 9 月

地方公共団体金融機構 平成13年12月 27日 4,400,000 220,175 3,593,948 806,052 2.00% 令 和 11 年 9 月

地方公共団体金融機構 平 成 14 年 5 月 30 日 9,300,000 460,762 7,362,456 1,937,544 2.00% 令 和 12 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平成14年10月 29日 113,700,000 4,999,881 78,791,011 34,908,989 1.90% 令 和 14 年 9 月
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地方公共団体金融機構 平 成 15 年 5 月 20 日 116,400,000 5,361,269 88,776,596 27,623,404 1.00% 令 和 13 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 15 年 5 月 20 日 11,100,000 509,840 8,477,048 2,622,952 0.95% 令 和 13 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 15 年 5 月 26 日 7,200,000 300,595 5,018,528 2,181,472 0.90% 令 和 15 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 16 年 5 月 27 日 106,200,000 4,566,236 66,023,453 40,176,547 2.10% 令 和 16 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 25 年 3 月 25 日 16,000,000 590,488 4,485,801 11,514,199 1.50% 令 和 25 年 3 月

計 789,100,000 36,134,941 593,688,655 195,411,345 （21件）
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財 政 融 資 資 金 平 成 12 年 3 月 24 日 6,900,000 320,323 5,553,014 1,346,986 2.00% 令 和 12 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平成12年 12月 25日 26,400,000 1,213,449 20,630,479 5,769,521 2.00% 令 和 12 年 9 月

地方公共団体金融機構 平 成 13 年 5 月 8 日 7,800,000 377,555 6,635,210 1,164,790 1.40% 令 和 11 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平成13年 12月 27日 9,200,000 414,537 6,766,541 2,433,459 2.00% 令 和 13 年 9 月

地方公共団体金融機構 平成13年 12月 27日 10,900,000 545,434 8,903,190 1,996,810 2.00% 令 和 11 年 9 月

財 政 融 資 資 金 平 成 14 年 5 月 27 日 27,400,000 1,228,371 19,465,648 7,934,352 2.10% 令 和 14 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 15 年 5 月 26 日 16,000,000 667,989 11,152,287 4,847,713 0.90% 令 和 15 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 15 年 5 月 20 日 17,000,000 783,003 12,965,653 4,034,347 1.00% 令 和 13 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 16 年 5 月 27 日 18,900,000 812,636 11,749,937 7,150,063 2.10% 令 和 16 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 16 年 5 月 20 日 22,300,000 1,066,052 15,414,105 6,885,895 2.10% 令 和 14 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 17 年 3 月 25 日 18,800,000 791,624 10,879,431 7,920,569 2.10% 令 和 17 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 17 年 3 月 30 日 22,400,000 1,048,695 14,412,394 7,987,606 2.10% 令 和 15 年 3 月

地方公共団体金融機構 平 成 18 年 3 月 20 日 16,200,000 741,205 9,708,099 6,491,901 2.00% 令 和 16 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 18 年 3 月 27 日 15,600,000 643,299 8,370,734 7,229,266 2.10% 令 和 18 年 3 月

財 政 融 資 資 金 平 成 25 年 3 月 25 日 8,000,000 295,243 2,242,899 5,757,101 1.50% 令 和 25 年 3 月

計 243,800,000 10,949,415 164,849,621 78,950,379 (15件)
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注 記 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法及び定率法による。 

・主な耐用年数

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 １０～２０年 

車両及び運搬具  ４～ ６年 

工具器具及び備品  ２～１３年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

施設利用権 ５～１５年 

電話加入権 ２０年 

ソフトウェア ５年 
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２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

（２）賞与等引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

Ⅱ．貸借対照表等関連 

１ 賞与等引当金の取り崩し 

 令和７年度において、期末・勤勉手当として７，３４４，６７６円を支給し、同手当に係る法定福利費として１，４７８，１８３円を支出するため、

賞与等引当金２，３５９，０００円を取り崩した。 

２ 貸倒引当金の取り崩し 

令和７年度において、不納欠損による損失に係るものとして貸倒引当金３９，６８０円を取り崩した。 

- 43 -



３ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、１，２３６，７３３，１５２円である。 
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